
１　事業の概要　

２　スケジュール及び限度額の積算内訳

　事業概要等

  制度改正等により発生した郵便料金の増額分について対応するため、指定管理料の債務負担行為を設定する。
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県営住宅指定管理費

限  度  額

前年度末までの
支 出(見込) 額

局名 県土整備局 所属名 公共住宅課（直通　045-210-6543） （単位　千円）

当該年度以降の
支 出 予 定 額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

繰越金

期　間 金　　額 期　間 金　　額
国　庫
支出金

県　債

（単位　千円）（新規設定分）

区分 年度
地域別の内訳 財源内訳

横浜等 川崎 相模原等 横須賀三浦 特定財源 繰越金
指定管理料

172 1,465 －

1,465
新規
設定

R7年度 1,465 997 126 170

－

合計 2,930 1,994 252 340 344 2,930 －

R8年度 1,465 997 126 170 172


